環境保全に関する協定書（様式）

近江八幡市環境基本計画に掲げる、望ましい環境像の実現を目指して、良好な環境を保全しよりよい環境を次の世代に引き継ぐため、市、市民、事業者の協働による取組が求められている。ここに、近江八幡市（以下「市」という。）と、株式会社○○○
（以下「事業者」という。）は、近江八幡市環境保全に関する条例（平成22年条例第255号）第12条第1項の規定に基づき、次のとおり環境保全に関する協定を締結する。
（基本姿勢）
第1条　事業者は、環境関係法令並びに滋賀県及び市の制定する環境関係条例等を遵守し、この協定に定める事項を誠実に実施するとともに、環境基本計画等市が実施する環境保全に関する施策に協力するものとする。
2　事業者は、良好な環境の保全及び創造に関する自らの社会的責任を認識し、事業活動に伴い生ずる環境の保全上の支障を防止するとともに、環境への負荷の低減に自ら積極的に努めるものとする。
（環境保全計画書の提出）

第2条　事業者は市の環境保全に関する施策を誠実に実施するため、当該事項に係る具体的な措置を定めた環境保全に係る計画書（以下「環境保全計画書」という。）を市と協議して定めるものとし、本協定締結後に市へ提出するものとする。

2　事業者は、環境保全計画書について、これを変更する場合又は定めのない事項を定める場合には、市と協議して定めるものとする。

（環境保全の取り組み）
第3条　事業者は、地域社会の一員として自主的かつ積極的に、良好な地域環境の保全に取り組むよう努めるものとする。
2　市は、地域住民が推進する環境保全の取り組みを支援するため、必要に応じて事業者に協力を要請することができるものとする。
3　事業者は、市から前項の要請があった場合は、可能な限り協力するものとする。

（報告及び立入検査）
第4条　市は、環境の保全上必要と認めるときは、事業者に対し報告を求めるとともに、施設の状況等を検査するため、市職員が施設に立ち入り調査することができるものとし、事業者はこれに協力するものとする。
2　市は、事業者から前項の報告があったとき及び立入調査を実施したときは、「個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）」、「近江八幡市情報公開条例（平成22年条例第14号）」、「近江八幡市個人情報保護条例（平成22年条例第15号）」を遵守した上で、その結果を公表することができるものとする。

（事故の未然防止及び事故時の措置）
第5条　事業者は事業所内において作業を行うものに係る公害及び事故の発生防止に取り組むものとする。
2　事業者は、その事業活動により公害の発生、事故又は公害発生の恐れのある施設の故障があったときは、直ちに応急の措置を講じ、市に通報しなければならない。
3　事業者は、前項による公害及び事故が生じたときは、その窓口となり責任を持って処理にあたるものとする。
4　前項による事故が発生した場合において、周辺住民の健康及び生活環境が損なわれ、又は損なわれる恐れがあると認めるときは、市は事業者に対し事故の拡大及び再発防止の為に、必要な措置を命ずることができる。

　
（環境保全活動等の広報）
第6条　市は、事業者との協定締結について、その広報に努めるものとする。
2　事業者は、市民に対して事業内容や環境保全活動等の情報提供を積極的に行い、透明性と信頼性の確保に努めるものとする。

（その他）
第7条　この協定について、定めのない事項を定めようとする場合又はこの協定の内容を変更しようとする場合は、市、事業者いずれかの申出により当該事項について協議して定め又は変更することができるものとする。
2　平成22年3月21日合併前に、旧近江八幡市及び旧安土町において締結した公害防止協定は、この協定が締結された時にその効力を失うものとする。



本協定の締結を証するため、本書2通を作成し、市及び事業者は、記名押印のうえ各自その1通を保有

する。

  　平成　　　年　　　　月　　　　日

近江八幡市桜宮町236番地

近江八幡市長　　　　   　 　　 　　  　㊞

近江八幡市○○町

株式会社　○　　○　　○

代表取締役　○　○　　○　○　　　 　　㊞

�提出時は削除


�事業所名（社名）を記載


�その他、特に記載すべき事項があれば記載（要協議）


�


所在地及び事業所名、代表者名を記入の上、代表者印又は会社印を押印





